
津波防災の日（11/5）に際しての

石油連盟総合訓練について

東日本大震災を契機として、様々な分野で国土強靭化に向けた対策
が進められている中、石油業界においても、対策の強化に積極的に取
り組んできたところです。

このたび、以下のとおり、石油業界の強靭化に向けた取り組みの一
環として昨年に引き続き、数千人規模にのぼる、津波防災の日に際し
ての総合訓練を実施することといたしました。

2019年10月
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実施時期 参加者数

1 津波防災に関する講演会（※1） 10月28日 約90名

2
製油所および油槽所（石油配送中継基地）で導入している
非常用発電機、ドラム缶出荷設備等（※2）の動作確認等

11月5日
ほか

約1,000名

3-1 各社の自主的な防災訓練の実施等 11月5日
ほか

約3,000名

3-2 緊急地震速報訓練への参加 11月5日 約6,300名

石油連盟 および 会員各社は、「津波防災の日」

（11月5日）もしくはその近傍で、次の取り組みを実施します。

※1：石油化学工業協会および日本化学工業協会と共催（石連・石化協・日化協会員の安全防災担当者を対象として、
津波防災および津波研究に関する専門家による講演会を石化協・日化協と合同で開催）。
※2：いわゆる「3点セット」（非常用発電機、ドラム缶出荷設備、衛星電話等情報システム）。
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１．津波防災に関する講演会
（10月28日（月）14:00～16:25）

各社安全防災担当者を対象とした大規模自然災害への対応に関する講演会を
石化協・日化協と合同で開催（各団体会員の安全防災担当者を対象）。

約90名の参加

• 出光興産 北海道製油所安全環境室 西永室長による、北海道胆振東部地震時の状況
と対応に関する講演。

• 千葉県防災危機管理部消防課 予防・石油コンビナート班 小高班長による、千葉県京
葉コンビナートにおける自然災害対応体制に関する講演。

• 過去の自然災害時における対応経験を踏まえた準備のあり方や、自治体の災害対応体
制の一例として千葉県の事例を知ることにより、総合的な防災対策に万全を期すための
具体的な検討の一助とすることを目的。

• 於：日経ホール＆カンファレンスルーム（6F）

大手町セミナールーム2 （東京都千代田区）
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２．製油所および油槽所で導入している
非常用発電機、ドラム缶出荷設備、衛星電話の
動作確認等

いわゆる３点セット（非常用発電機、ドラム缶出荷設備、衛星電話等）を補助事
業で導入した製油所・油槽所などにおいて、試運転や動作確認を行うとともに、
衛星電話等による連絡テストを実施。
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約1,000名の参加 （72事業所）

• 非常用発電機については、試運転あるいは要領書の確認などを実施。

• ドラム缶出荷設備については、要領書の確認、ノズルの設置やドラム缶搬入などの模擬
訓練あるいは実際の積み込み等を通じた使用方法の確認などを実施。

• 衛星電話については、事業所と本社の間での通話テストなどを実施。



11月5日もしくは近傍で、各社は自主的な地震・津波防災訓練を実施。各社製

油所等における、大津波警報を受けた緊急放送の実施、緊急避難訓練、通報訓
練、安否確認、装置の緊急停止の手順確認、事業所内の連絡訓練など。

約3,000名の参加（※1）

• 緊急避難訓練では、身の安全確保、避難指示と避難の実施、避難経路の確認や避難
に要する時間の確認などを実施。

• 製油所装置の安全停止のため、その措置・手順等の確認は極めて重要。

※1：津波防災の日前後である10月～11月に、製油所・本社等で実施する訓練の参加者数。

３－１．各社の自主的な防災訓練の実施等
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11月5日に実施される「緊急地震速報訓練」に参加し、気象庁が発
信する緊急地震速報を受信する等、身の安全確保、避難、安否確認
などの訓練を実施。

約6,300名の参加

（53事業所の積上げ）

• 製油所、本社、支店等での実施を計画。

• 11月5日10:00頃に気象庁が緊急地震速報

を発信。国の機関、地方公共団体、民間企
業、個人等が参加。

３－２．緊急地震速報訓練への参加
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